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わが国消費者の情報探索行動とその規定因 
―JGSS-2003 データによる検証結果※― 
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Consumer information search behavior is an important component of the traditional 
purchase decision process for most consumer durables.  While the information search 
has been studied since a field work in the United States(Katona and Mueller 1955), its 
treatment has been limited to purchase contexts.  This empirical research primarily 
describes affecting factors for the search behavior of Japanese-Consumers in the data of 
JGSS-2003.  The results by Multiple Regression Analysis point to that external search is, 
including individual differences in persons such as sex and age, strongly related to 
perceived risk, involvement, and knowledge, especially perceived risk and stored 
knowledge positively.  Also impulse buying was found to be positively related to 
perceived risk, cognitive and affective involvement. 
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米国における Katona=Mueller (1955)の先駆的研究以来、「消費者情報探索行動」
に関する研究が、買物問題が再認識され、探索活動がそのような問題の解決に導
くとされる伝統的意志決定過程問題として、盛んに行われてきた。本研究は、主
にこの消費者情報探索行動の規定因を 2003 年に実施された JGSS(Japanese 
General Social Surveys)消費者データによって分析し、関連諸命題(仮説)を検証
したものである。分析の結果としては、個人差要因として性や年齢などいくつか
の人口学的諸変数とともに、知覚リスク、関与及び知識などの諸変数と外的情報
探索(量)変数との関連性が検証された。とりわけ情報探索変数は、知覚リスク、
知識諸変数に、極めて強い正の関係で規定されることが認められる。また、衝動
買い変数は、知覚リスクとともに、認知的及び感情的関与変数に正の関係で強く
規定されることが明らかとなった。 

 

キーワード：JGSS、情報探索、日本の消費者 

 

 

※本研究は、平成 15 年度並びに 16 年度大阪商業大学研究奨励助成費を受けて行ったものである。 
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１．はじめに 

戦後における消費者行動研究では、ブランド選好問題をはじめ、数多くの顕著な業績が

上げられてきた。Katona=Mueller(1955)の先駆的研究以来、その消費者行動研究分野の一

つとして、消費者の購買意思決定過程の一構成要素である購買前並びに購買後(継続的)の

「消費者情報探索行動」に関する研究、すなわち消費者が外部の諸情報源を積極的に探索

し、取得した探索量とその規定因に関する研究が、多くの研究者の関心を集め、その実証

が盛んとなり今日に至っている(1)。 

本稿は、消費者の「情報探索行動」に関するいくつかの代表的な先行研究をレビューし

た後、いずれも個人差要因として、性、年齢および収入水準などの人口学的諸要素をはじ

め、この分野で重要な概念とされる知覚リスク、関与、知識・情報処理能力などの諸要素

と外的情報探索(量)との関係、かつこれら諸要素間の相互関係に関する諸命題(仮説)を整

理し、2003 年におけるＪＧＳＳ(Japanese General Social Surveys)のわが国消費者デー

タによってそれら諸命題(仮説)を検証した小論である。 

 

２．消費者情報探索行動に関する先行研究 

まず消費者における「情報探索行動」に関する先行諸研究をレビューしておこう。ここ

では、その代表的研究といえる Moore=Lehmann(1980) 、 Punj=Staelin(1983) 、

Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)及び青木幸弘(1986)の研究によって、この研究分野の論点

を整理したい。 

 

2.1 Moore=Lehmann(1980)による研究 

Moore=Lehmann(1980)は、健康食品における必要購買情報の個人的差異に関する研究を行

った。その結果として、実験期間中の購買経験がパッケージ情報としての外的探索

(external search)の量と少なからず関係し、かつ情報過程の様式もまた外的探索量と関係

することを検証した。彼らによる研究概要は次のとおりである(2)。 

一般に、購買過程に先行する要素としては外的情報探索と内的情報探索の２つの段階が

ある。彼らは、このうち外的情報探索に関係する個人的差異と規定因を分析した。その外

的情報探索の決定諸要素として、市場環境、状況変数、潜在的採算並びに製品の重要性、

知識(knowledge)と経験(experience)、かつ人口学的要素を含む個人的差異から計２９変数

を設定し、仮説として、第１に時間的・金銭的圧力を、第２に知覚リスク(perceived risk)

を、第３に従前の購買回数、蓄積された知識、経験並びに継続(repeat)購買を、さらに第

４に食品の購買様式などを取り上げ、これらと外的探索量との関連性を分析した。ちなみ

に、仮説２では知覚リスクと知識間の関係も、外的探索量間の関係と同様、正の関係で命

題化した。 

その結果として、外的探索に対して、たとえば仮説３では過去の購買経験は必ずしも情
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報収集を必要としないが、知識については正の関係で有意に強く規定された。一方、性、

年齢、教育、婚姻状況及び家族数などの人口学的諸要素では、婚姻状況のみが外的探索と

有意に関係し、つまり既婚者は独身者ほど購買の為の情報を選択していないことが明らか

にされた。 

 

2.2 Punj=Staelin(1983)による研究 

後掲の Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)によると、当初はそのほとんどは消費者の情報探

索行動を、特殊な購買と関連する情報収集問題として、購買前の課題に焦点を置いてきた

(Claxtion=Fry=Portis 1974;Furse=Punj=Stewart 1984;Newman 1977;Punj=Staelin 1983)。

以下では、Punj=Staelin(1983)の研究により、当初からの消費者における購買前情報探索

の研究概要をみてみよう(3)。 

消費者の情報探索は、大型耐久財を含むたいていの消費財のための購買意思決定の重要

な部分である。消費者意思決定過程の包括的な理論 (Bettman 1979; Engel= 

Blackwell=Kollat 1978;Howard 1977)は、この構成要素の重要性を認識させ、それを意思

決定過程のモデルの中に一つの構成体として合体させる。たとえそうであれ、私たちはな

ぜ消費者の異なる探索量を観察するのか。またこの探索量がどのように他のいくつかの意

思決定過程構成体に影響を及ぼすか、もしくは影響を受けるか、についてはほとんど確認

されていない。たとえば Newman(1977)は、「消費者の探索活動は、①購買が重要である、

②より多く学習する必要がある、かつ③人々が情報を容易に収集・利用できる、というこ

とを消費者が信じる時に増加する。」と述べている。 

彼ら自身は、新しい自動車購入のために消費者情報探索を分析する際、探索活動量が消

費者満足と新車に支払われる価格にどのように影響するかを初めて洞察しようとした。そ

してその際、外部の探索活動量に影響する諸要素(規定因)として、仮説的に正の関係にな

るものとして「情報探索の願望」､「購買前の記憶構造」及び「実行可能な探索規模」を、

逆に負の関係になるものとして「事前の利用可能知識」及び「外部の探索コスト」をそれ

ぞれあげ、モデルを用いて検証した。 

結果として仮説の中で支持されたのは「事前の利用可能知識」の「－」(マイナス)説で

あった。この「知識」には特殊な製品知識と一般的な製品クラスの知識があり、前者はよ

り少ない外的探索を引き起こし、後者はより多くの外的探索を引き起こす。一方、「外部探

索コスト」は外的探索とはほとんど関連しないことを見い出した。 

 

2.3 Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)による研究 

Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)は、先に見た２つの研究をはじめ、それまでのほとんど

の情報探索研究では、特殊な購買問題と関連する情報収集として、購買前の活動に焦点を

当ててきたと指摘し、さらに彼らは次のような実証研究を試みた(4)。 
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情報探索の概念化は伝統的な意思決定研究を含み、そこでは買物問題が再認識され、探

索活動はそのような問題解決へと導く。購買前の探索にのみ焦点を当てる方向性は、再認

識された消費者ニーズなしでは、継続して発生する探索活動を十分説明し得ないことがこ

こに問題点として提起される。 

この概念的な欠陥に加えて、探索研究を購買前に限定することは、購買をする時にもつ

消費者情報の量を表現することはできない。多くの研究は、購買前探索から出てくる明白

な便益にもかかわらず、驚くべくも消費者は高価な商品もしくは社会的リスクをもたらす

商品を買う場合ですら、その追求にほとんど熱中しない (Newman 1977)。消費者より報告

され、観察されたこの購買前探索の問題について、Claxtion=Fry=Portis(1974)は「情報の

収集は、たとえその購買が予見されない場合でも、一連の継続的なプロセスである。一つ

の結果として、購買意思決定がなされる時、相対的に明確なる探索はほとんど必要とされ

ない。」と説明している。それ故に、購買前探索の諸研究は、消費者のトータル探索活動の

部分集合としての評価を受けるだけかもしれない。 

Bloch=Sherrell=Ridgway が掲げる概念的な枠組みは、表１のとおりである。ここで重要

なのは、購買前探索と継続的購買探索(ongoing purchase search)に区別することである。

前者は、特定の市場地位におけるゴール目標に関する意思決定をしやすくする為に、人が

従事する情報の探索と経過の活動(Kelly 1968;p.273)と定義されるのに対し、後者は、再

認識された直接的な購買問題を解決するために起こるものではなく、その購買態度が散発

的な購買ニーズ並びにその意思決定から独立し、相対的に規則的な基準に基づいて起こる

探索行動として概念化される。両者を区別することは、概念的には有用であるが、実際に

は困難である。これは購買問題が再認識され、意思決定過程がスタートする時に緻密な明

文化がされる。探索が起こる時に購買する消費者の意思と能力が、これら２つの探索領域

の特徴を最もよく区別するかもしれない。ある製品に関心はもつが需要がない、つまり金

融的資源もしくは購買意思が欠乏している時、人々の探索行動は購買前探索よりも、むし

ろ継続的探索に従事する。これら２つの過程の間隔が広くなればなる程、衝動的購買によ

って一層不明確となる。 

彼らによると、まず探索の決定諸要素については、同表のとおり、購買前探索・継続的

探索とも「関与(involvement)」、「市場環境」及び「状況諸要因」をあげている。ただ、「関

与」については、購買前探索では知覚リスク(Clarke=Belk 1979;Moore=Lehmann 1980;Newman 

1977)から生じる消費問題に伴う購買者の短期間の購買に伴う「関与」をあげ、一方継続的

探索レベルでは、短期間というよりはむしろ継続的な興味ないしは熱中を反映する特性を

もつ製品に伴う「関与」をあげ、両者を区別した。また探索の動機については、同表のと

おり、購買前探索では購買結果の「質の増進」(Punj=Staelin 1983)があげられてきたのに

対し、継続的探索では潜在的に将来有用となる「一連の情報収得」と「喜びまたはリクレ

ーション」の２つをあげ、実際にはこれら購買前探索と継続的探索の動機を明確に分ける 
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表１ 継続性を考慮した「消費者情報探索」のための枠組み例 

 購買前探索 

(prepurchace search) 

継続的探索 

(ongoing search) 

規  定  因 

(determinants) 

 

 

動      機 

(motives) 

 

結    果 

(outcomes) 

・購買における関与 

       (involvement) 

・市場環境 

・状況の諸要因 

 

・より良き購買をすること 

 

 

 

・製品・市場知識の増加 

・より良き購買決定 

・購買結果に伴う満足の高

揚 

知覚リスクから生まれる購買におけ

る関与(involvement) 

・市場環境 

状況の諸要因 

 

・将来の使用に対する情報蓄積 

・興味と喜びの経験 

    (喜びまたはﾘｸﾚｰｼｮﾝ) 

 

・次ぎの２点に導く製品･市場

知識の増加 

①将来の購買効率 

②他の人への影響 

・衝動的買物の増加 

・探索や他の結果からの満足の

高揚 

<出所> Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)論文の p.120 より 

 

ことは困難であるが、これを支持する経験的な先行研究もみられる(Hirschman 

1980;Venkatraman=Maclnnis 1985)。さらに探索の結果については、同表のとおり、購買前

探索では「より良き選択決定」、「増加する製品・市場知識」及び購買活動に伴う「満足の

高揚」があげられた(Punj=Staelin 1983)のに対し、継続的探索では、購買活動の結果によ

る「満足の高揚」以外に、「製品・市場知識の増大」へと導くものとして Bettman(1979)の

研究による「将来の購買効率」と Leonard-Barton(1985)らの研究による時にオピニオン・

リーダーシップとも関連する「人的影響」を、さらに Bellenger= Robertson= 

Hirschman(1978)の研究による、店舗への購買頻度が高くなればなる程より買物がしたくな

り、結果として「衝動買い(impulse buying)」が増大するという。 

彼らの結論としては、情報探索に係るそれまでとは異なる分析枠組みを提示したこと以

外に、継続的探索のためのリクレーション的ないしは快楽的(hedonic)動機が実際の情報収

集動機よりも重要であり、加えて製品関与が強く継続的探索に関係しており、そして継続

的探索が特定の市場地位において重要な要素になるとしている。 

 

2.4 青木幸弘(1986)による研究 

欧米を中心とする以上の諸研究をもとに、青木幸弘(1986)は、この消費に関する探索問

題を「情報の探索性向」とその規定因の問題として捉え、後者の規定因として「選択環境

要因」と「個人差要因」という２大要因に区分し、以下のように整理した(5)。 
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「選択環境要因」としては、情報の入手可能性、選択の困難性、時間的・経済的圧力と

いう状況変数を、一方「個人差要因」としては、知覚リスク、関与、過去の購買経験の評

価、知識／情報処理能力、情報処理方略、かつその他個人差として年齢・教育水準などの

人口学的諸要素をあげ、後者の個人差諸要因(その他個人差は分析から除外)と情報探索性

向との因果関係を、最尤法によって潜在変数のもつ構造方程式のパラメータを推定するプ

ログラムとされる LISREL VI を用いて分析した。 

その結果、知覚リスクと情報処理能力が情報探索性を規定するという構成概念間の法則

妥当性が確認されたが、関与から情報探索性に対する関係では、後述する認知的関与の場

合は兎も角、感情的関与が有意でなく、さらに購買決定の満足度から情報探索性へという

関係の法則妥当性は認められなかった、と報告している。 

この分野におけるこの種のタイプの経験的研究の課題として、「外的情報探索量」を含め、

知覚リスク、関与、過去の購買経験の評価、知識／情報処理能力及び情報処理方略の構成

概念の操作化、かつこれら諸要素の適切な測定の尺度化問題をあげ、他方で方法論的問題

として、たとえば LISREL VI などのように、構成概念妥当性に即した測度点検可能な技法

の適応が検討されるべきと結んでいる。 

 

３．消費者情報探索行動をめぐる諸命題(仮説) 

次に消費者情報探索行動をめぐる諸命題(仮説)を整理するとともに、本研究で用いる基

本用語の概念を再吟味しておこう。 

 

3.1 ４つの諸命題(仮説) 

前節で述べた先行諸研究を基に、当該研究分野における検証すべき諸命題を整理すると、

次の４つに集約することができる(仮説としての各変数間の符号は後掲の表４を参照)。 

仮説１(Ｈ1)：「知覚リスク」・「関与」・「知識(情報処理含む)」・「外的情報探索(量)」の

諸要素は、準拠集団を含め、年齢・所得・教育水準などの人口学的諸要素のいくつかにそ

れぞれ規定される。 

仮説２(Ｈ2)：「知覚リスク」・「関与」・「知識」・「外的情報探索(量)」の諸要素は、買物

頻度・多目的行動・特定店舗購買など、最寄品買物の方法やスタイルに関連する日常の買

物行動諸要素のいくつかに規定される。 

仮説３(Ｈ3)：「知覚リスク」・「関与」・「知識」の３要素は、相互に影響し合いながら、

いずれも「外的情報探索(量)」を規定する。 

仮説４(Ｈ4)：外的情報探索(量)の結果の一つとされる「衝動買い」は、他のいくつかの

諸変数とともに、外的情報探索(量)に規定される。 
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3.2 本研究で用いる基本用語概念の再吟味 

ここでマーケティングもしくは消費者行動論の分野で多用され、本研究で用いる「知覚

リスク」・「関与」及び「知識」等の基本用語の概念を再吟味しておきたい。 

「知覚リスク(perceived risk)」：初めて Bauer(1960)によって提示されたもので(6)、

Moore=Lehmann(1980)はこれを「悪い購買選択をなす知覚リスク」と表現している。通常、

消費者が知覚するリスクがそれを受けるに可能な水準を越える場合、消費者はそのような

リスクを削減する行動に着手するが、その際、追加的情報探索と収集は有効な手段となろ

う(Cox 1967)。この用語は、その後も商品学的アプローチをはじめ、マーケティング分野

で多彩に登場する。 

「関与(involvement)」：社会心理学において展開された自我関与(eco-involvement)を源

とし、関与とは、目的志向的な処理能力の喚起された状態(Park=Mittal 1985)として捉え

られ、ここでは Mittal(1982)によって２つに区分された「認知的関与」と「感情的関与」

概念を導入し、前者は功利的、後者は心理・社会的なものという意味(Lasksonen 1994)で

用いた。多くの研究者が、これは知覚リスクから生じるとした(Bloch=Sherrell=Ridgway 

1986 etc.)のに対し、Lasksonen(1994)はその逆の因果関係を主張した。 

さらに「知識(knowledge)」：製品クラスにおいて購買経験を積むことによって得られる

もので、製品知識が増えると消費者による探索が増加傾向をとなるとする「＋」(プラス)

説(Ratchford 2001)と、先に述べた「－」(マイナス)説(Punj=Staelin 1983)がある。当該

研究分野では、情報処理能力もこの範疇に入れられる(青木幸弘 1986)。 

なお、情報探索については、当該研究分野では、既に述べたとおり外部探索として多く

の場合これを一つの「量」として捉えられてきた。但し、1920 年代に米国で始まったマー

ケティングの商品学的アプローチにおいては、これを商品分類の一つの基準として「探索

時間」または「(肉体的・精神的)購買努力」を用いた(7)が、ここでは詳説は避けたい。 

 

４．わが国消費者の情報探索行動に関する検証 

次に 2003 年 JGSS データによって、わが国消費者の情報探索行動を見てみよう。ここで

はその規定因を中心に分析し、諸命題(仮説)の検証並びに推論を試みた。 

 

4.1 データ収集と分析方法 

データについては、大阪商業大学比較地域研究所が東京大学社会科学研究所と共同で実

施している JGSS(日本版 General Social Surveys)の 2003 年(8)の結果を使用した。 

前節で述べた諸命題ないしは諸仮説を検証するため、まず過去の先行諸研究に基づき分

析の枠組みを構築した。このモデルは、図１のように、準拠集団を含む人口学的諸要素か

ら衝動買いに到るまで順次影響を及ぼすことを前提として組み立てた。ちなみに、「知覚リ

スク→関与」間の因果関係については、相反する２つの説があることは既に述べたが、本
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研究では知覚リスクが関与に先行するものと仮定する。 

 

図１ 本研究における分析枠組み 

 

 人口学的 → 日常買物行動 → 知覚 → 関与 → 知識／ → 外的情報 → 衝動 

   諸要素          諸要素   リスク         情報処理    探索(量)  買い 

  (8 変数)      (4 変数)     (1 変数) (2 変数) (1 変数)  (2 変数)   (1 変数) 

 

そして、表２のように、外生変数として消費者属性、世帯属性及び準拠集団の人口学的

諸要素８変数並びに日常買物行動属性４変数より計 12 変数を、内生変数としては、知覚リ

スク 1変数、 関与では認知的関与と感情的関与２変数、知識／情報処理 1変数、外的情報

探索２変数、かつ衝動買い１変数を、それぞれ設けた。外生変数のうちの「準拠集団」

(reference groups)については、本研究では消費者の購買行動に関係すると考えられる「生

協加入有無」のみを導入した。 

これら諸変数の定義・測定は、同表のとおり、外生変数の性、仕事の有無、教育水準、

配偶者の有無及び生協加入有無はそれぞれダミー変数を、世帯収入水準と日常買物頻度は

５点尺度法もしくは７点尺度法を、一方「まとめ買い」以下の外生変数並びに内生変数に

ついてはすべて３点尺度法によって測定した。 

 

表２ 本研究で用いる変数とその定義(測定) 

属 性 変  数  名 定 義 ・ 測 定 属 性 変  数  名 定 義 ・ 測 定 

 消費者 

 

Z1 男性ダミー 男性=1,女性=0  知覚リスク X1 買物後の後悔 1(よくする）～3(あまりし

ない) 3 点尺度  
 Z2 年齢 満年齢 

  (2003 年 11 月現在）

 認知的関与 X2 価格より品質本位 同  上 

 Z3 有職ダミー 仕事あり=1,なし=0  感情的関与 X3 他人所持物同類商

品の購入 

同  上 

 Z4 高学歴ダミー 短大(旧制師範･高商等)

以上=1,その他=0 

 知識･ 

  処理能力

X4 ネットによる下調べ 同  上 

 世  帯 Z5 配偶者ダミー 配偶者あり=1,なし=0  探 索 Ⅰ X5 チラシ比較購買 同  上 

 

 

Z6 家族数 本人含む家族数  探 索 Ⅱ X6 (家電製品は)店舗

間比較購買 

同  上 

 Z7 世帯収入水準 1(少ない）～5(多い） 

  5 点尺度 

 衝動的購買 X7 衝動買い 同  上 

 準拠集団 Z8 生協加入ダミー 加入=1,その他=0     

 日常の買物 

 行動 

Z9 買物頻度 1(毎日）～7(全くなし） 

  7 点尺度 

    

 

 

Ｚ10 まとめ買い  1(よくする）～3(あまり

しない) 3 点尺度    

    

 Ｚ11 ついで買い 同  上     

 
Ｚ12 

最寄品特定店舗の

利用 
同  上  
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なお、分析にあたっては無回答項目は欠損値として除外し、統計手法としては線型回帰

(段階式)分析を用いた。この回帰分析にあたっては、Ｆ値が５％水準で有意となるように

導入・除去基準を設定した。 

 

4.2 分析の結果 

前節で述べた４つの諸命題ないしは諸仮説の検証結果は、あく迄も推論の域を脱しない

が、概ね次のとおりである(次ページ表３を参照) 

 

4.2.1 仮説１(Ｈ1)の検証結果 

知覚リスク(X1)は、年齢(Z2)及び世帯収入水準(Z7)に正の関係で規定され、相対的に低

年齢者層と低収入階層が購買後に後悔するというリスクを時々知覚している。 

関与のうち認知的関与(X2)は、年齢(Z2)、高学歴ダミー(Z4)及び世帯収入水準(Z7)にい

ずれも負の関係で規定され、相対的に高年齢者層、高学歴層及び高収入階層ほど、価格よ

りも品質本位で購買している。感情的関与(X3)は、年齢(Z2)及び配偶者ダミー(Z5)に正の

関係で規定され、相対的に低年齢者層、独身者ほど、同類の商品を買うなど他人の所持品

に影響を受けている。 

知識／情報処理能力のネットによる下調べ(X4)は、年齢(Z2)に正の関係で、男性ダミー

(Z1)及び高学歴ダミー(Z4)などに負の関係でそれぞれ規定され、相対的に女性より男性が、

低年齢者で高学歴層ほど、インターネットによる購買の下調べを頻繁に行っている。 

外的情報探索Ⅰのチラシ比較購買(X5)は、有職ダミー(Z3)及び世帯収入水準(Z7)などに

正の関係で、配偶者ダミー(Z5)に負の関係でそれぞれ規定され、相対的に低年齢者で、無

職かつ配偶者をもつ層ほど、チラシによる事前の比較購買をより頻繁に行っている。探索

Ⅱの店舗間比較購買(X6)は、世帯収入水準(Z7)に正の関係で、男性ダミー(Z1)及び生協加

入ダミー(Z8)に負の関係でそれぞれ規定され、相対的に女性より男性が、低年齢者ほど、

また生協の加入者が店舗間の比較購買をより頻繁に行っている。 

以上、知覚リスク等とともに外的情報探索に対し、人口学的諸要素からは、年齢、教育

水準及び収入水準などがいくつかの内生変数を比較的強く規定していることが検証された。

これらの内、配偶者ダミー(Z5)からチラシ比較購買(X5)に対しては、Moore=Lehmann(1980)

の米国における分析結果とは符合が逆となり、チラシ比較購買に関する限り、上述の如く

わが国では独身者よりも既婚者の方が相対的により頻繁に行っていることがわかる。 

 

4.2.2 仮説２(Ｈ2)の検証結果 

知覚リスク(X1)は、まとめ買い(Z10)、ついで買い(Z11)及び最寄品特定店舗利用(Z12)

にいずれも正の関係で規定され、相対的にまとめ買い、ついで買い及び最寄品特定店舗利

用者ほど、購買後に後悔するというリスクを時々知覚している。とりわけ今日増えている
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と言われる多目的行動の一つである「ついで買い」をよく行う層にリスクの知覚が多い。 

関与のうち認知的関与(X2)は、知覚リスクの場合と同様、まとめ買い(Z10)、ついで買い

(Z11)及び最寄品特定店舗利用(Z12)にいずれも正の関係で規定され、相対的にまとめ買い、

ついで買いをよくし、最寄品特定店舗の利用者ほど、価格よりも品質本位で購買している。

感情的関与(X3)は、まとめ買い(Z10)、ついで買い(Z11)及び最寄品特定店舗利用(Z12)に正

の関係で、買物頻度(Z9)に負の関係でそれぞれ規定され、相対的にまとめ買い、ついで買

い及び最寄品特定店舗利用者ほど、また買物頻度の低い層ほど、同類の商品を買うなど他

人の所持品に影響を受けている。 

知識／情報処理能力のネットによる下調べ(X4)は、感情的関与と同様、まとめ買い(Z10)、

ついで買い(Z11)及び最寄品特定店舗利用(Z12)に正の関係で、買物頻度(Z9)に負の関係で

それぞれ規定され、相対的にまとめ買い、ついで買い及び最寄品特定店舗利用者ほど、ま

た買物頻度の低い層ほど、インターネットによる購買の下調べを頻繁に行っている。 

外的情報探索Ⅰのチラシ比較購買(X5)は、買物頻度(Z9)、まとめ買い(Z10)及び最寄品特

定店舗利用(Z12)に正の関係で規定され、相対的に買物頻度が高く、まとめ買い及び最寄品

特定店舗利用者ほど、チラシによる事前の比較購買をより頻繁に行っている。探索Ⅱの店

舗間比較購買(X6)は、まとめ買い(Z10)のみに正の関係で規定され、相対的にまとめ買いを

行う層ほど、店舗間の比較購買をより頻繁に行っている。 

以上、日常の買物行動からは、買物頻度、まとめ買い及びついで買い(多目的行動)など

がそれぞれ知覚リスク、関与、知識等及び外的情報探索を規定している。外的情報探索２

変数に対しては、共通してまとめ買いが強く規定している。 

 

4.2.3 仮説３(Ｈ3)の検証結果 

内生変数間では、関与のうち認知的関与(X2)は、知覚リスク(X1)に正の関係で強く規定

され、購買後に後悔するというリスクを時々知覚する層ほど、価格よりも品質本位で購買

している。感情的関与(X3)も、知覚リスク(X1)に正の関係で極めて強く規定され、購買後

に後悔するというリスクを時々知覚する層ほど、同類の商品を買うなど他人の所持品に影

響を受けている。 

知識／情報処理能力のネットによる下調べ(X4)は、知覚リスク(X1)、認知的関与(X2)及

び感情的関与(X3)にそれぞれ正の関係で比較的強く規定され、購買後に後悔するというリ

スクを時々知覚する層ほど、価格よりも品質本位で購買している層ほど、さらに同類の商

品を買うなど他人の所持品に影響を受けている層ほど、インターネットによる購買の下調

べを頻繁に行っている。 

外的情報探索Ⅰのチラシ比較購買(X5)は、知覚リスク(X1)、感情的関与(X3)及びネット

による下調べ(X4)に正の関係で、認知的関与(X2)に負の関係でそれぞれ規定され、購買後

に後悔するというリスクを時々知覚する層ほど、さらに同類の商品を買うなど他人の所持
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品に影響を受けている層ほど、かつインターネットによる購買の下調べを頻繁に行ってい

る層ほど、チラシによる事前の比較購買をより頻繁に行っている。逆に、価格よりも品質

本位で購買している層は、相対的にインターネットによる下調べはあまりしていない。 

探索Ⅱの店舗間比較購買(X6)は、知覚リスク(X1)、認知的関与(X2)、感情的関与(X3)、

ネットによる下調べ(X4)及びチラシ比較購買(X5)にすべて正の関係で規定され、相対的に

購買後に後悔するというリスクを時々知覚する層ほど、価格よりも品質本位で購買してい

る層ほど、同類の商品を買うなど他人の所持品に影響を受けている層ほど、インターネッ

トによる購買の下調べを頻繁に行っている層ほど、かつチラシによる比較購買を行ってい

る層ほど、店舗間の比較購買をより頻繁に行っている。 

以上より、知覚リスク、関与、知識等及び外的情報探索相互間の影響が顕著といえ、表

４のように、それぞれ相互に正の関係が存在するというほとんどの仮説は概ね支持された。

なかんずく、知識／情報処理能力のネットによる下調べ(X4)から外的情報探索Ⅰのチラシ

比較購買(X5)並びに探索Ⅱの店舗間比較購買(X6)へは、探索Ⅰ並びにⅡの双方とも正の関

係であるとする「＋」(プラス)説が支持され、事前の利用可能知識とは負の関係になると

する「－」(マイナス)説は棄却された。 

 

表４ 知覚リスクから情報探索・衝動買いまでの関係に関する諸仮説と検証結果 

 変 数 間 の 関 係 仮説 先  行  研  究 検証結果 

関与･知
識の規定
因 
 

X1 知覚ﾘｽｸ→X2 認知的関与 
      →X3 感情的関与 

＋ Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)  
           < X1→X2> 
Lasksonen(1994) < X2→X1> 

共に＋(支持) 
  

X1 知覚ﾘｽｸ → X4 知識 
            (ﾈｯﾄ情報) 

＋ Moore=Lehmann(1980) 
Bloch=Sherrell=Ridgway(1986) 

  ＋(支持) 
  

XX2 認 知 的関与 ･ X3 感 情 
的関与 → X4 知識 

＋ Bloch=Sherrell=Ridgway(1986) 共に＋(支持) 
  

外部情報
探索の規
定因 

X1 知覚ﾘｽｸ → X5 ﾁﾗｼ探索･ 
X6 店舗間探索 

＋ Moore=Lehmann(1980) 
青木幸弘(1986) 

共に＋(支持) 
  

X2 認 知 的 関 与 ･ X3 感 情 
的関与 → X5 ﾁﾗｼ探索･ 
       X6 店舗間探索 

＋ Jacoby et al.(1978) 
杉本徹雄(1982) 
青木幸弘(1986) 

部分的に＋ 
(概ね支持) 

X4 知識(ﾈｯﾄ)→ X5 ﾁﾗｼ探索･ 
X6 店舗間探索 

＋ 
  
－ 

Moore=Lehmann(1980) 
青木幸弘(1986)､ Ratchford(2001) 
＜以上「＋」説＞ 
Punj=Staelin(1983)  <「－」説> 

  ＋(支持) 
 
 
  －(棄却) 

衝動買い
の規定因 

X5 ﾁﾗｼ探索･X6 店舗間探索 
 → X7 衝動買い 

＋ Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)   ?  
(いずれとも検証
されず) 

(注 1)「＋」：正の関係、「-」：負の関係 
(注 2)人口学的諸要素と外部情報探索との関係についての先行研究の仮説(Moore=Lehmann 1980)：Z5 の配偶者有無(ﾀﾞ
ﾐｰ変数)が情報探索(ﾁﾗｼ比較)と「－」(年齢･教育･所得･家族数･社会階層･職業という他の人口学的諸要素と外部情
報探索との関係については Moore=Lehmann の研究では明確に検証されず)｡すなわち､本研究では符号が逆の「＋」で
あったので棄却された。 
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4.2.4 仮説４(Ｈ4)の検証結果 

さらに衝動買い(X7)は、次の如き諸変数に規定された。 

すなわち、人口学的諸要素では、年齢(Z2)及び配偶者ダミー(Z5)に正の関係で、世帯収

入水準(Z7)に負の関係でそれぞれ規定され、相対的に低年齢者で、独身者層かつ高収入階

層ほど、衝動的購買行動が頻繁に行われている。 

また日常買物行動諸要素では、まとめ買い(Z10)及びついで買い(Z11)に正の関係で、最

寄品特定店舗利用(Z12)に負の関係でそれぞれ規定され、相対的にまとめ買い、ついで買い

をよくし、逆に最寄品特定店舗の非利用者ほど、衝動買いが多くみられる。 

さらに知覚リスクなどの内生諸変数では、知覚リスク(X1)、感情的関与(X3)及び認知的

関与(X2)に正の関係で規定され、購買後に後悔するというリスクを時々知覚する層ほど、

価格よりも品質本位で購買している層ほど、かつ同類の商品を買うなど他人の所持品に影

響を受けている層ほど、衝動買いが多くみられる。他方、知識／情報処理 1変数、外的情

報探索２変数との関係は有意に見い出すことはできなかった。 

以上より、衝動買いは、人口学的諸要素、日常買物行動諸要素のいくつかの変数と、内

生変数としての知覚リスク及び関与２変数に規定されることが明らかとなった。しかし、

Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)による外的情報探索と衝動買い間の「＋」(プラス)説は統

計学的に有意な結果は得られず、いずれとも明確には検証されなかった。 

 

５．おわりに 

以上のように、４つの仮説のうち、最後の仮説４(H4)を除く３つの仮説は、概ね支持さ

れた。また、わが国消費者の購買における情報探索諸行動の規定因が概ね実証され、ほぼ

全貌が把握できたといえよう。具体的には、低年齢者層で、まとめ買いをよく行い、知覚

リスクに敏感で、認知的・感情的関与並びに知識をもった消費者が探索行動を相対的に重

視し、これらの諸要素によって、外的情報探索行動とともに衝動買いのパターンがほぼ決

まるなどといった本研究の研究成果は、消費者行動研究のみならず、消費財関連企業の経

営にも役立つ一つの知見として有用と言えよう。 

ただ、青木幸弘(1986)も結語で述べていたように、内生諸変数の測定問題並びに方法論

的問題が、とりわけ Bloch=Sherrell=Ridgway(1986)が述べたように、探索活動を購買前に

のみ焦点を当てることの問題性と同時に、消費者情報ないしは外的情報探索の「量」の測

定尺度化問題が大きな課題と言わざるを得ない。 

加えてこの分野では、昨今、新たに理論的な問題提起がなされつつある情報探索性向に

関連する製品関与とブランド・コミットメント(brand commitment)との関連に係る諸問題

の経験的究明についても今後の研究課題の一つにあげることができよう。 
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